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研究成果の概要（和文）：日本,中国,韓国,英国,米国などの自動車フランチャイズ・システムの

実態を調査し,その国際比較をおこなった。 

  日本の自動車フランチャイズ･システムにおいては,自動車メーカーによる直営店化が進んで

いることが判明した｡中国では,ディーラーグル-プ化が進展するとともに､ディ-モール化が進

み,世界で最もディーラーグループ化とディーラーモール化が進んだ国となった｡韓国では輸入

車ディーラーではフランチャイズシステムが進展したが,国産車メーカーではなおも直営営業

所方式と代理店方式に依存している｡英国では,ブロックエグゼンプションの影響を受けて,大

規模ディーラーの海外進出が見られた｡米国では,リーマンショック以降,国産メーカーのフラ

ンチャイズにおいてディーラー数が激減した｡ 

 
研究成果の概要（英文）：We have made an international comparison study of Japan, China, 
Korea, UK, and USA. In Japan we find that Automobile makers have been making their 
dealerships subsidiaries. In China dealership groups and dealer malls have increased. 
China holds first place in these points. In Korea while franchise system has developed 
among import car dealerships, domestic makers maintain direct sales system. In UK huge 
dealership group have attempted to go into oversea du to the block exemptions. In USA 
the number of the dealerships have decreased drastically after global financial crises. 
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１．研究開始当初の背景 

日米間における自動車摩擦があり,相互に
批判している｡国際的な流通制度の基準が明
確でない｡米国側の主張は,米国のフランチ

ャイズ･システムが普遍的なものであるとの
立場から日本の流通制度を批判しているが,
まったく根拠がない｡日米包括経済協議にお
ける米国側の日本批判,とくに日本自動車市
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場を閉鎖的であるとする批判があまりにも
ステレオタイプ的であり,現実の実態分析を
踏まえない非難がなされている｡ 

そこで日米両国における自動車フランチ
ャイズ･システムの歴史的形成過程,両者が
抱える問題点,日本自動車市場の開放･閉鎖
性等を事実に基づいて具体的に検討をおこ
ないことが求められている,一つの仮定は,
米国側からの日本批判には,｢米国の自動車
フランチャイズ･システムこそが正統かつ世
界基準であり,日本はその基準から大きく逸
脱している｣という信条もしくは心情が議論
の深遠に存在していることであった｡ 

だが,米国こそ基準であるという米国＝世
界基準論はあまりにも自己中心主義である｡
それどころか逆に,米国の自動車メーカーと
ディーラーの関係を歴史的に振り返ると米
国のメーカーディーラー関係こそ国際比較
の観点からすると異質な面を多々含んでい
るばかりでなく,米国内の他産業と比較して
も,米国のメーカー･ディーラー関係は特異
である｡ 

また,日米双方の自動車フランチャイズ･
システムの形成史と現状の問題点の考察に
とどまらず,他の国に分析が必要である｡日
米比較のみでは決定的に不十分である｡英国
および欧州大陸の数ヶ国(ドイツ,フランス
等),さらには韓国等のいわゆる中進国等の
分析,検討をも含めることによってはじめて,
比較の基準の一般化がはかられ,国際比較に
よる類型化,体系化が可能である｡すなわち,
米国＝世界基準｣論をより精緻に批判するた
めには,日米以外の複数の国をも含めた国際
比較をおこなうことが課題である｡そしてそ
の課題を果たすことによってこそ米国異質
論をより鮮明に浮かび上がらせることが可
能となる。 
 
 
２．研究の目的 
日米間の自動車摩擦の原因と解決策を案出
すること｡すなわち,米国と日本の自動車流
通制度の相違を明らかにするとともに,国際
的な基準からの相違を導き出すこと｡ 
すなわち,日米比較や国際比較を通じて,

各国の自動車流通システムの相違点と共通
点を探り出すとともに,そうした相違が生じ
た原因を歴史的形成過程に立ち返って明ら
かにしようとしている｡加えて,現在先進国
において自動車流通システムの主要な形態
となっている自動車フランチャイズ･システ
ムについて,それが抱える問題点を解明する
とともに,その改革の方向を提起することを
も課題としている｡ 

さらには,各国の自動車流通システム経路
の相違はどこから生じているのか,その歴史
的過程を探ることである｡すなわち,当初は

米国を源流としながらフランチャイズ･シス
テムは世界各国に伝搬されたが,それぞれの
国では様々な,異なった歴史的過程,背景の
中で,異なった流通システムの現実のあり方
が生まれていったとの認識にたって，国ごと
に異なる原因を歴史過程をも含めて,現在の
状況とも関連させながら,分析をおこなおう
としている。 
 

 
３．研究の方法 
日米以外の国における自動車流通制度の比
較を通じて,日米の制度の一般性と特殊性を
明らかにすることである｡ 

避けようとしたのは,単純な発展パターン
論，時期(時間)順のみのクロノロジカルな歴
史叙述，定式化した項目による国際比較であ
る。めざしたのは,時間軸,地理軸,論理軸,課
題軸,発展段階軸等の複数の分析軸を,取捨
選択しながら適宜配置しつつ，全体として自
動車流通システムの歴史的発展段階が明ら
かになるような,叙述構成をとることである。 

さらに,現行フランチャイズ･システムの
どこに問題があるのか｡現行システムに代わ
る新たなシステムはどのようなものか,その
内容は何か,という問題意識にもとづいた分
析を行うことである｡この問題意識に基づい
て,値引販売慣行の問題点とその改革の方向
を探る作業に取り組むこととなった。この自
動車フランチャイズ･システムの問題点とそ
の改革の方向が,本研究の一つの課題であ
る｡ 
 
４．研究成果 
米国の異質性が鮮明になった｡中古車流通に
おける日本,中国,韓国などの相違を明らか
にすることができた｡とくに,新興国(中国,
インド,ロシアなど)における自動車流通制
度の実証研究が進んだ｡それとともに,日系
メーカーがそうした新興国に進出するため
のマーケティング戦略についても解明が進
んだ｡まとめると,第一に,自動車流通システ
ムの国際比較をおこなうことを通じて,国ご
との相違は何かを明らかにした｡第二に,各
国の自動車流通システムの相違はどこから
生じているのか,その歴史的過程を明らかに
した｡第三に,各国に共通した傾向,法則性を
明らかにした｡第四に,自動車フランチャイ
ズ･システムの問題点とその改革の方向を明
らかにした｡ 
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